
 総社市営住宅管理条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  平成２６年６月２４日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市条例第２１号 

 

   総社市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

 

 総社市営住宅管理条例（平成１７年総社市条例第２０６号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」とい

う。）が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には，当該改正後部分を加える。 

 

改   正   後 改   正   前 

 

 （入居者資格） 

第５条 略 

２ 前項に規定する老人等は，次の各号のいずれかに該当する者とする。た

だし，身体上又は精神上著しい障がいがあるために常時の介護を必要と

し，かつ，居宅においてこれを受けることができず，又は受けることが困

難であると認められる者を除く。 

(１)～(４) 略 

(５) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被

保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第１項に規定する支援給付（中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第１項に規定する支

援給付を含む。）を受けている者 

(６)～(８) 略 

３ 略 

 

 （入居者の選考） 

 

 （入居者資格） 

第５条 略 

２ 前項に規定する老人等は，次の各号のいずれかに該当する者とする。た

だし，身体上又は精神上著しい障がいがあるために常時の介護を必要と

し，かつ，居宅においてこれを受けることができず，又は受けることが困

難であると認められる者を除く。 

(１)～(４) 略 

(５) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被

保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第１項に規定す

る支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則第４条第１項に規定する支援給付を含む。）を受けている者 

 

(６)～(８) 略 

３ 略 

 

 （入居者の選考） 



改   正   後 改   正   前 

第８条 略 

２～５ 略 

６ 市長は，第１項に規定する者のうち，第４条に規定する事由に係る者，

２０歳未満の子を扶養している寡婦若しくは寡夫，引揚者，炭鉱離職者，

老人又は心身障がい者で市長が定める要件を備えているもの及び市長が

定める基準の収入を有する低額所得者で速やかに市営住宅に入居するこ

とを必要としているものについては，第２項から前項までの規定にかかわ

らず，優先的に選考して入居させることができる。 

 

第８条 略 

２～５ 略 

６ 市長は，第１項に規定する者のうち，第４条に規定する事由に係る者，

２０歳未満の子を扶養している寡婦，引揚者，炭鉱離職者，老人又は心身

障がい者で市長が定める要件を備えているもの及び市長が定める基準の

収入を有する低額所得者で速やかに市営住宅に入居することを必要とし

ているものについては，第２項から前項までの規定にかかわらず，優先的

に選考して入居させることができる。 

 

 

   附 則 

 この条例は，平成２６年１０月１日から施行する。 


